
































































































教福祉国家 (ConfucianWelfare State)J、「家族型福祉国家 (Oikonomic
welfare state) J (J on田 1990.1993)、Hollidayが主張した「生産主義福祉




(Papadopoulos and Roumpakis 2017)。
これに対して Holliday(2000)は、「社会と経済政策の関係 (relationship
of social and economic policy) Jを引用しつつ、東アジアの社会政策が経済
発展の促進に資するように展開されてきたとして、生産に着目する福祉資本主
義としての「生産主義福祉レジーム」の概念を提唱した。 Gough(2001)と
Kwon (2005)は「発展主義福祉国家 (developmentalwelfare state) Jの概
念を提起し、これも同じく東アジア諸国の社会政策が常に経済成長を基本目標
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directs social welfare activiti時 offamilies)パターンである。日本、韓国、
台湾はいずれも「開発普遍」の福祉システムの特徴を有し、市場と家族以外
に、国家も若干の普遍社会福祉プロジェクトを採用する (sta出 underpins
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図4
Note: CH (China). HK (Hong Kong)， ID (lndonesia)， JP (Japan). KR (Korea)， ML 
(Malaysia). PH (Philippines)， SG (Singapore). TH (Thailand)， and VT (Vietnam). The 
number "1" indicates the observation period of 1988-92， and the number "2" for 
2003.07 
出典:Kim， K. S. Mason (2016: 41) 
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遠い (Leeand Ku 2007)。この分析結果によって、 LeeとKuは東アジア、
特に韓国と台湾において生産主義が存在すると主張した。
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Relallve dlslance of 
similarity 
出典:Lee， Y. J. and Ku， Y. W.， (2007・20日)
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図7
Relatlvo dlstance 01 
sJmilarity 
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Unemployment rate: Total，略 01labour lorce， 2006 -2016 
図10
出典:OECD (2020) Unemployment問te(indicator). doi: 10.1787/997c8750-on 
(Accessed on 05 Jenuary 2020) 



































































出典:OECD (2020)， Fe同ilityrates (indicator). doi: 10.1787/8272fbOl-en (Accessed 
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出典:OECD (2020)， Elderly population (indicetor). doi: 10目1787/8d805eel-en
(Accessed onωJanuary 2020) 











"町四百四o195 Z醐 2052010 Z01S初20ZIJZ5 2030 2035 2040捌 52050 205 2060 
図14
出典 NDC， Taiwan. httpsゾ/pop-proj.ndc.90v.tw/international.aspx7uid=69&pid=60
(Accassed on 09 September 2019) 










出典:OECD (2日20)，Pension spending (indicator). doi: 10.1787/a041f4ef.en 
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(1) 本論では検討した各論者の研究対象が異なるため、以下の内容に国家と地域が並
ベる場合があり、「国家と地域」を「国家」と略記する場合もある。










familialism to varying degrees)脱家族化の政策を実施していると指摘した。
(5)筆者は新川 (2005，2009)、Holliday(2000)とLeeand Ku (2007)白研究を参
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考した。家族主義の「社会政策と経済政策白従属関係」に関する記述がなかったが、
保守主義に参照し、「社会政策が経済政策に従属する」という特徴を「中」程度を
仮定した。
(6)林ー ド・越杯娼 (2010)は、東アジア社会政策に関する研究で共有できるデータベー
スが不足であると指摘した。西側先進国が確立した大規模なデータベース白中には
東アジアに関する統計が含まれているもの白、その適用範囲は非常に限定されてお
り、東アジア白状況を十分に反映できない可能性がある。
